
2C5 技術知識の減衰 ( 陳腐化 ) メカニズム 
一 減衰メカニズムの 提案と検証 一 

0 先細 照久 (NE C) 

1.  ほ じめに 

近年、 登録特許の残存件数の 年次推移等から、 技術知識の減衰速度の 割合を推定する 試 

みがいく っ か行われている 1. 2> 。 しかしながら、 減衰速度の割合の 推定値の適正さや 使用 

可能条件等を 明らかにしたり、 また技術知識の 減衰に関する 新しい知見を 探索するために 

は 、 技術知識の減衰の 基本的なメカニズムを 究明する必要があ ろ つ 。 

現在、 技術知識の減衰についての 一般論はまだ 確立されていないし、 又、 減衰を定量的 

に 計測する方法も 試行錯誤の段階にあ る。 

本研究では、 技術知識の一般的な 減衰メカニズムを 提案し理論式を 導いた。 また、 これ 

に 基づき技術知識の 残存率、 減衰速度の割合等を 定義した。 これらの結果を 用いて登録 特 

許 残存件数の年次推移の 実測データ 1) との比較を試みた。 よい一致が得られるとともに 新 

しい知見が得られたので 報告する。 

2. 技術知識の減衰メカニズムの 定式化 
技術知識の減衰 は 、 今対象としている 既 

存の技術知識 ( 対象既存技術知識 ) が新し 
く 創造されたより 優れた技術知識 ( 減衰 要   
因 ) により置き換えられることによって 起 

こ ろ 。 
    

図 1 に、 技術知識の減衰メカニズムの 定                   
式 化のための模式図を 示した。 図 1 におい ，．。 。 ，                                                                                                                     て 、 ul  （ ム Ⅰ ） は減衰要因 i の発生数、 S 、 

              
(t) ほ ul ( ち ) の 累積、 K C 巾 ) ほ 対象               一 61 戸 "   K (()     

既存技術知識の 現存数を表す。 J C t) ほ 
                

時点 tJ における K C セ J) の 減衰関数であ                                                                                                                                               
=@S@(l) 

  
り 、 初期値 K  C も ， ) =J  ( も J) 0 対象 既         
存 技術知識が時間十 と 共に減衰していく 様               
子を表す。 

          
いま、 減衰要因 i は互いに独立であ り、 

        
時点 士 における J C セ ) の 減衰速度は 、 J       一 5   1   

(t) と ul ( セ一 ぁ 1) の積に比例すると 
仮定しよう。 

図 1 技術 知職 の減衰メカニズムの 定式化のための 模式 図 
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このとき J C t) の減衰速度一 d J Ct) /d t は 、 

  dJ  d 士 Ct) =SklJ  C セ )  UlC 七一 61)                                                                               (1)   

で 与えられる。 

ただし、 kl は定数、 
七一と方 1 ニミ圭もⅠ                                                                                                                                                             @@(2) 

であ る。 
k 、 は 対象既存技術知識と 減衰要因との 相互作用の強さを 表し、 減衰メカニズムの 特性を 

決定する。 

式 (1) から、 

J  ( セ ) Ⅰ J  ( セ J ) eXp  [ 一 2kl (Sl ( セ一 01) 一 Sl ( 毛 j) ) ]  ‥・ (3) 
  

が 得られる。 

式 (3) から、 対象既存技術知識の 残存率 G Ct) は 、 
G  Ct) =J  (t) /  J  Ct, ) 

=e xP [ 一 Skl (Sl C セ一 (51) 一 S1 ( セ J ) 7 コ                                     (4) 
  

で 定義される。 

減衰速度の割合 け ate  of  decay)  ァは 式 (1) および (4) より、 
1 d@ J@ (t)   1 

アニー 
d@ G@ (t) 

J  C セ ) d モ G  C セ ) d 毛 

=SklUl ( セ一 <51)                                                       (5) 
  

で 与えられるの 

3.  実測データへの 適用に当たって 式 (4) の修正 
減衰に関する 実測データとして、 表 1 に 1948 年、 1953 年、 1958 年、 1963 年、 1968 年に登録 

された国内特許 ( 全産業分野 ) の登録特許残存件数の 推移 1) を示す。 減衰要因としては 表 

2 に示した特許・ 実用新案登録件数合計の 
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累積 5, ( セ ) 、 および表 3 に示した出願 

件数合計の累積 5n ( セ ) を用いた 3) 。 
表 i  国内特許 ぐ 全産業分野 ) の   の推移 

図 2 に、 表 1 から作成した 登録特許残存 

率 G ( て ) の自然対数一 l nG 0 て ) の 

推移を示す。 1948 年、 1953 年、 1958 年の 

データは昭和 W5 年法改正前の 制度で運用さ 

れた結果であ り、 主な減衰要因は 出願公告 

公報による技術知識と 考えられる。 1948 年 

登録特許は第 4 年次で急激に 減少している。   ㏄ 1 笏 1%  班 
1 O   l19 167 266 

減衰要因として 出願公告公報によるもの 以 1 1   112  Ⅰ 61  あ 1 
1 2   101 147  % 咀 

外に第 8 の減衰要因の 存在が考えられる。 
t8       磁 180 
Ⅰ 4     120  I48 

一方、 1963 年及び 1968 年のデータの 場合は 1 5         

途中から減少が 大きくなっている。 これは、 """" ンプル抽出率 。 。         

権 利存続期間の 途中において 昭和 45 年 法 
C9f0 
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( 改正 ) による早期公開制度 ( 出願 か 

ら 1 年 6 月経過後にはすべての 出願 内 

容を公開する 制度 ) が適用され、 減衰 

要因が増加したためであ る。 
したがって、 権 利存続期間の 前半は 

出願公告公報による 減衰要因が、 後半 一 

は 1972 年 7 月から当分の 期間は 、 出 

告 公報及び出願公開公報の 両方に よ る 

減衰要因が重畳して 関与する。 

これらの状況を 踏まえて、 以下に 式 

(4) の修正式を導く。 
CD) 減衰要因が特許・ 実用新案出願 
公告公報による 技術知識の場合 

1948 年、 1953 年、 1958 年の デ一 

タが 該当する。 
経過年数八年 ) 

減衰要因が一種類のみであ るか 図 2 国内特許の登録特許残杯率 G( て ) の自然対数 -lnG( のの推移 
( 図中の放字は 登録 年 ) 

6 式 (4) より、 
一 l nG  (T) 三一 l n Gr ( て ) 

=kr (Sr CT 一 8r) 一 S, ( 一 a) }                                           (6) 

が 得られる。 

ただし、 式 (2) より 
了三 う，一 ㏄                                                                                                                                                                   (7) 

であ る。 
ここで、 登録 午士 ，を基準時点 0 士 ， 曲 0) として 次 式の座標変換を 行った。 
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て 幸も一七，                                                                                                                                                                   (8) 

㏄は 次式 のように出願 年セ 。 から登録 年巾 ，までの期間であ り、 審査処理期間を 表 

す 。 

㏄Ⅰ 士 ，一十、 コ一七、 ニ一セ                                                                                                                           (9) 
ここで、 r は減衰要因が 出願公告公報による 技術知識であ ることを表す。 式 (6) 

から、 減衰はて 二 6, 一 ㏄から始まることがわかる。 

式 (6) から縦軸に一 l n G, 0 て ) を 横軸に (5, 0 て一 つ， ) 一 5, ( 一 ㏄ ) Ⅰを 

とって実測データをプロットすれ 性原点を通る 直線が得られる 筈であ る。 したがっ 

て、 式 (6) と実測データとの 比較により式 (6) を満足するようにパラメータ D, 及び 

㏄を決定することができる。 このようにして 決定された㏄は 実効的な審査処理期間 

を表す。 

C2) 減衰要因が双半ほ 特許・実用新案出願公告公報による 技術知識であ るが、 途中から 
特許・実用新案出願公開公報による 技術知識が加わった 場合 

1963 年と 1968 年のデータが 該当する。 

式い ) より 
一 l nG  C て ) = 一 l n G, ( て ) 一 l nG" ( て )                                                             (10) 
一 l nGr ( て ) Ⅰ kr (S, ( て一 6r) 一 S, ( 一 ㏄ ) )                                           (6) 

および 

一 l nGn CT) Ⅰ kn (Sn 0 て一 1.5 一あ ") 一 S" ( 月 ) )                               (11) 
が 得られる。 
ただし、 式 (6) に対しては 
てニる，一 ㏄                                                                               (7)   

式 (11) に対しては 
@.0 一   (12) 
  

であ る。     

ここで、 n は 減衰要因が出願公開公報による 干 
技術知識であ ることを表し、 月は昭和 45 年法改 。   ，   

正年 (1970 年 ) を表す。 
実測データとの 比較により、 パラメータ ( ㏄ 、   

a, 、 d") を 決定することができる。 

  

  
  

" ノ ( ユ キ。 ． 6 イ。 '1 
-A-                           
" ナ ( 。 "'.6 ィ "'.') 
+  (a"3.,6.=3. 。 ) 
@*@ [a=4.6 Ⅰ "" 

丑 " は "'. ㌔Ⅱ・ " 

4. 実測データとの 比較 

以下に代表例として 1953 年および 1963 年の場合に 

ついて述べる。 

4.1  1953 年に登録された 国内特許の登録特許残存件 

数 実測データへの 適用 
図 3 に、 式 (6) が実測データにあ てはまるときの 

パラメータ 値 Ca 、 ぅ， ) における 一 l n G, CT) 

vs. (S, てて 一ぅ， ) 一 S, ( 一 ㏄ ) ) の 関係を示す。 
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lS,( て俺， ) バ， (-Q)lx  l0-5 

図 3  適合パラメータセット (a. S 。 ) における 

目 nGr( て )  vs.(S.( ト 5. Ⅰ S 。 ( 一 a) 
(l953 年登城 ) 



図 3 のグラフは二つの 領域 CA 、 B) から構成されている。 領域 A と B の間のギャップ 

および傾斜の 鈍化の原因は、 昭和 34 年 法 (1959 年 ) 施行の影響によるものと 思われる。 
表 4 から当時の審査処理期間 3> として 1 年 7 月が得られ、 ㏄Ⅰ 2 が妥当であ ると考えられ 

る。 したがって、 パラメータ 値 ( ㏄ =2 、 8, 二 2.5) が得られる。 

図 3 から各領域における 登録特許残存率の 減衰関数として 次式 が得られる。 

領域 A CT 重 7) においては、 

一 l n Gr CT) =3.43X10-6 (Sr ( て一 2.5) 一 Sr (-2) )                         (13) 
領域 B C8% て ) においては、 

一 l  n  G  r  CT  )  =  1.glX  l0-6  {S  r  ( て一 2.5)  一 S  r  (-2)  3  +  0. 171 ‥・ (14) 

4.2  1963 年に登録された 国内特許の登録特許残存件数実測データへの 適用 

1963 年に登録された 国内特許の権 利存続期間の 

途中において 昭和 45 年 法 ( 改正 ) (1970 年 ) による 
制度の変更があ るため、 式 (10) を用いる。 
まず、 一 l nG, ( て ) を求める。 @  aj@@F@@33E&@@@@@<@@ 

図 4 に、 式 (6) が実測データにあ てはまるときの 四 % " 弗憲 講評。 審 
" ( 年 。 ) """"" 迅健斯旺 ( 年 ) 憩俺斯甲 

パラメータ 値 ( ㏄、 6,) における 一 l n G, ( て ) 

vs. (5, ( て一 8,) 一 5, ( 一 ㏄ ) ) の 関係を 1946  W 年 7 月 1959  3 年 1 月 
1 曲 7  群 吾 7 月 1960  2 年 11 月 

示す。 1%  昨 ' 。 。 ' 潮児 
1%9  1 年 7 月 1962  車 戸 

図 4 のグラフは二つの 領域 CA 、 B) から構成 19 ㏄ 1 年 7 月 1963  3 年 9 月 
1951  1 年Ⅰ 月 19%  45 戸 2 月 

されている。 領域 A と B の間のギャップおよび 領 ' 。 N  弟月 ' 。 。 。 軍戸 

域 B の傾斜の増大の 原因は昭和 45 年秩 ( 改正 ) に 
、 。 "  掛 "  、 。 。 。 何月 
19 段 穏 同 1967  群司 0 月 
' 。 "  乙月 ，。 。 '  割月 

よる制度の変更によるものと 思 、 われる。 1g ㏄ W 佐 F7 月 Ⅰ 969  累月 

表 4 から当時の審査処理期間として 2 年 1U 月が得 
1957  周尺 1970  5 年 10 月 
， 。 "  掛戸 

られ、 ㏄年 3 が妥当であ ると考えられる。 したがって 、 ， て 出願から終了までに 要する年月 ) 

パラメータ 値 ( ㏄ 二 3 、 8 , 幸 3.8) が得られる。 
    。 ' 蛆彫 """" 

図 4 から領域 A 0 て 茎 10) における登録特許残存率の 減衰関数として 次式 が得られる。 

一 l  n  G  ,  ( て )  =  1.22X  l0-6  (S  ,  (T  一 3.8)  一 S  ,  C-3)  )                   (15) 
次に 式 (10) 、 (11) および表 3 の減衰要因 Sn C セ ) を 用いて領域 B における 一 l n Gn 

( て ) を求めよう。 

昭和 45 年 法 ( 改正 ) により 1971 年 1 月 1 日以降の出願 分 より出願公開制度が 適用され、 
出願日より 1 年 6 月経過したものについては 出願公開公報により 公開されることになった。 

したがって、 式 (11) において 俺 =7 とした。 

図 5 に、 式 (11) が実測 ヂ一タに 当てはまるときのパラメータ 値て ㏄、 8, 、 る n) にお 

げる 一 l nGn C て ) vs. (Sn C て一 1.5 一 6n) 一 S" (7) ) の 関係を示す。 図 5 から 

( ㏄ 臣 3 、 ぅ ， 毛 3.8 、 ぅ Ⅰ =2.6) のときの減衰関数として 次式 が得られる。 

一 l  n  G  n  ( て )  =  3.06X  10-7  fS  n  CT  一 4. 1)  一 S  n  C7)  )                         (16) 
式 (16) から減衰は出願公開制度の 運用開始から 4. 1 年、 即ち出願公開時点から 2.6 年後 

に 起きていることが 分かる。 
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式 (10) に 式 (15) および式 (16) を代人すれば、 1963 年登録特許の 登録特許残存率の 減衰 

関数がパラメータ 値 ( ㏄ 巨 3 、 け ， 二 3.8 、 6  "=  2.6)  に対して得られる。 

一 l  n  G  CT  )  =  1.22X  l0-6  (S  r  CT  一 3.8)  一 S, C-3) } 

+  3.06X  10-7  (S  n  ( て一 4.1)  一 S  n  C7)  )                         (17) 

  

  
  

Oc 」   
  

  
モ [ 。 。 0 ． 6r 。 0 ・ 61 
廿 ( 。 "'.@r" '.71       
+  (""5.6r"5' 

          

(S,(T 一 6 ブⅠ 一 Sr( 一 Q Ⅰ lxl0 つ 

図 4  適合パラメータセット (a. 6,) における 

一 lnG 。 (T) vs. (S, ㏄ 一 6 。 )-S,(-o)@ 

(l963 年 登鉄 ) 

5.  考 察・ 
5.1  パラメータ ( ㏄ 、 るハ る n)  の決定 

㏄が決まれば d, 、 る " は 自動的に決まる。 表 4 の審査処理期間のデータから㏄を 推定し 

たが、 実測データが 出願 年セ， 毎に区分されていれば㏄の 決定の正確度を 高めることがで 

き るであ ろう。 

5,2  減衰開始年の 推定 
登録特許の減衰開始年の 推定値を表 5 に示す。 1948 年登録特許を 除けば、 減衰は登録 年 
あ るいは登録 年 の一年前に起きていることが 分かる。 実測データが 年単位でとられてい 
るため 土 1 年以内の期間幅が 生じるためであ ろう。 したがって、 実測データの 集計におい 

て出願期間 幅 、 登録期間幅を 狭くすることによって ( 例えば 月 単位 ) 、 もっと精度の 高 

い 解析を行うことが 可能となろ う 。 

    0.5   
                          一 Sn(7 Ⅰ l Ⅹ 10 ィ 
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表 5  宙の減衰開始年の 推定 

艶 1948  1958  1958  1968 1968 

鋳 。 紳 6 揃 鞍 " l@J     衛 。 。 。 6' (2,2.5)  (3. の 
翼 ' 

轟勒 。 年前 
(3.@a@8) ㏄， 4) 

(Y,1.4) 

） （ 何かくラメータ ( ㏄ ，む r) の値を表す。 
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式 C5) より、 
ァ， =k,r ( て一 う， ) …… (18) 

を用いて求めた。 

登録 午が 1963 年および 1968 年の 

場合は、 領域 A は 式 (18) により、 

領域 B は式 (5) より、 
T =k, 「 CT 一ぅ， ) 

+knli ( て一 (5n)  …… (19) 

を用いて求めた。 

表 6 に減衰速度の 割合 ァを 示した。 

比較のため後藤 81) のデータも表 6 

表 6 0 割 恰ァ ㏄ / 年 3 

領 域 
登録 年 ( ㏄ ，ぅ，，ぅ D 

    
後 疎ら ぃ 

  

1948@ (6.0) 6.5  6.9 も 0  9.1 
0.1,4) 6.5  丁． 5  %  1 

1863 C2.2.5) 9.4  9.8   8.1 

1  9  5  8  C3.D 5.4  Ⅱ   7   7. 1 

1  9  6  3  C3.3 、 8.2,.6)        1 Ⅰ． 9   8.6 

1  9  6  8 (4.4.4) 6.0  1%  5   10.4 

もこ示したⅠ 

6. おわりに 

本研究で提案した 技術知識の減衰メカニズムの 一般 式は 、 国内特許の登録残存件数の 推 

移の実測データとよく 一致するのみならず、 登録特許の減衰に 影響を及ぼす 環境条件の変 
化をも解析により 明らかにすることができることが 分かった。 また、 減衰要因が複数あ る 

場合も本理論は 有効であ り、 減衰要因は互いに 独立であ ることが確認された。 

このように、 ここで提案した 減衰メカニズムの 一般式は技術知識の 減衰に関する 有力な 

解析ツールとして 今後有望であ ると考えられるⅠ 

今後、 さらに多くの 実測データに 適用することにより、 この減衰メカニズムの 有用性と 

限界を確かめることが 必要であ ろう。 

現在、 技術知識の減衰に 関する実測データは 極めて乏しく 研究に支障を 来たしている。 

この機会に大いに 関心を持って 頂くと共に，データ 収集整備の早期実現が 望まれる。 
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